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論 文 内 容 の 要 旨 
本論文の構成は以下のとおりである。 
論文は序章から第１章、第Ⅰ部(第２章～第４章)、第Ⅱ部（第５章～第７章）、終章の全９章からなる。 
各章の内容をみてみると、第１章では中国地方政府の経済発展に対する貢献について、「地方コーポラティ
ズム」論と「市場保全型連邦制・中国型」論という２つの代表的な議論を中心に、地方政府の行動と財政制度
を分析した先行研究のサーベイを行っている。第２章では財政請負制期における財政改革の歴史的展開と問題
点、地方政府主導の経済発展と財政の関わりおよびその問題点を分析して、８０年代に導入された財政請負制
は地方政府に予算外資金を含めた財政自主権の拡大をもたらし、同時に地方政府に経済開発を積極的に行うイ
ンセンテブを与えたことを確認している。第３章では中央財政の機能縮小問題を解決するために、税制改革と
ともに財政収入の再配分を行い、中央と１級行政区（省レベル）の財政関係を制度化した分税制、予算法の導
入、債務管理の強化のそれぞれを詳細に説明し、財政構造の大きな変化を論述している。第４章では政府の発
展戦略が９０年代後半から、従来の「不均衡発展」から「協調発展」へと転換したことを述べた上で、今後必
要となる各級政府レベルでの支出責任の明確化とそれに応じた税源の再配分、政府間財政調整制度の整備など
改革の方向を検討している。 
第Ⅱ部では今日の中国の大きな問題である「三農問題」とりわけ農民負担の問題と農村財政に焦点を当てて
議論を展開している。ここで、郷鎮レベルの財政の制度化がいまだに不十分であり、多くの郷鎮では財政資金
不足に苦しんでいること、そのしわ寄せが農民に寄せられていることを指摘し、第５章で郷鎮政府の財政状況
を基礎データを用いて概観し、他の地方政府レベルに比べると郷鎮財政は財政自給率が高く比較的安定してい
ると述べる。第６章では上海市郊外のＨ鎮湖北省Ｈ郷の事例研究を行い、第５章の結論の原因を追究して、帳
簿上の財政バランスの反面、実際は恒常的赤字のケースが多く、予算外資金・自己調達資金で賄われているこ
とを指摘し、豊なＨ鎮では建設性支出の伸びが顕著であるのに対して、貧しいＨ郷では硬直的支出の割合が多
いことを分析している。第７章では今後の課題を検討して、各政府の支出責任の明確化とそれに見合った収入
配分の見直し、その前提としての行政階層の簡素化、財政困難地域に対する政府間財政調整制度の整備の必要
性を強調している。 
以上のように、中国の経済発展とそれに対応する財政制度について中央と地方の関係、さらに地方の中でも、
基層をなす郷鎮レベルの財政をマクロ的かつ現地調査を踏まえてミクロ的に分析した本論文は課程博士の学位
に値する優れた業績であると判断する。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
申請論文の基礎となる諸論文が審査付きの学会誌掲載論文であることに鑑み、当論文を審査対象とするに至
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った。 
平成１６年１１月３０日に公聴会を開催し、上記、課程博士学位申請者の報告６０分、審査委員による質疑
応答４０分、研究科教員と一般参加者による質疑応答が２０分おこなわれた。申請者は周到な準備のもとに報
告し、これらの質問に真摯かつ適切に応答した。 
これらの質問と応答の概略を取り纏めて記すと以下の通りである。 
①本申請論文の中心部分を構成する第５章から第７章は、とりわけ現地調査を踏まえて議論を展開している
点、高く評価できるが、４万を超える郷鎮のうちわずかに２つの事例では、農村問題全体を語るのに、どれく
らい適切であるか物足りない。さらに多くの事例を調査・研究すれば新たな問題の発見が期待されるのではな
いか。これに対して申請者は中国における現地調査の困難性を指摘しつつも、今後は更なる現地調査を行い、
サンプル数を拡大して研究をさらに深めたいと答えた。 
②申請者の論文は中国の財政分析としては、高い研究レベルに達しているが、中国の地域経済格差分析とし
ては十分とはいえない。この点を今後補い、両者の相互補完的な分析の深化により、より申請論文のサブタイ
トルに適した論文になるのではないか。これに対して、申請者は財政分析に重点がかかりすぎ、経済発展との
関係分析がややもすると十分とはいえず、希薄であった点今後の研究課題としたいと答えた。 
③中国の行政階層が、中央―省（３１）―地区（３３３）－県（２８６１）－郷鎮（４４０６７）の５階層
からなり、日本の３階層と比べて多すぎ、限られた財源をこれらの多くの階層で分け合っているのは行政管理
コストが高くなるとの指摘はそのとおりであり、行政管理の効率向上のためには行政区画を簡素化すべしとの
指摘もそのとおりであるが、人口１３億人、国土面積９６０万平方キロメーターの大国中国の行政改革は簡単
ではないのではないか。この指摘に対し、申請者はＥＵに匹敵する規模の中国で上記の改革が簡単ではないこ
とは十分認識しているが、ただ、中国の内部で改革の必要性が高まっていること、中国の政治・行政改革の今
後の方向性に注視する必要があると答えた。 
 
